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育児・介護休業法の概要

●対象家族１人につき通算93日の範囲内で合計３回まで、介護休業の
権利を保障

介護休業

●子が１歳（保育所に入所できないなど、一定の場合は、最長２歳）に達するまでの育児
休業の権利を保障（父母ともに育児休業を取得する場合は、子が１歳２か月に達するま
での間の１年間）【パパ・ママ育休プラス】

●子が１歳に達するまでに分割して原則２回まで取得可能

育児休業

●小学校就学前の子を養育する場合に年５日（２人以上であれば年10日）を限度として取
得できる（１日又は時間単位）

子の看護休暇

●介護等をする場合に年５日（対象家族が２人以上であれば年10日）
を限度として取得できる（１日又は時間単位）

介護休暇  

●３歳に達するまでの子を養育し、又は介護を行う労働者が請求した場合、所定外労働を制限

●小学校就学前までの子を養育し、又は介護を行う労働者が請求した場合、月24時間、年150時間を超える時間外労働を制限

●小学校就学前までの子を養育し、又は介護を行う労働者が請求した場合、深夜業（午後10時から午前５時まで）を制限

所定外労働・時間外労働・深夜業の制限

●３歳に達するまでの子を養育する労働者について、短時間
勤務の措置（１日原則６時間）を義務づけ

育児短時間勤務

●事業主が、育児休業等を取得したこと等を理由として解雇その他の不利益取扱いをすることを禁止

●事業主に、上司・同僚等からの育児休業等に関するハラスメントの防止措置を講じることを義務づけ

不利益取扱いの禁止等

●苦情処理・紛争解決援助、調停 ●勧告に従わない企業名の公表

●事業主に、本人又は配偶者の妊娠・出産等の申出をした労働者に対する育児休業制度等の個別の制度周知・休業取得意向確認の義務づけ

●事業主に、育児休業及び出生時育児休業（産後パパ育休）の申出が円滑に行われるようにするため、研修や相談窓口の設置等の雇用環境整備措置を講じることを
義務づけ

個別周知・意向確認、育児休業を取得しやすい雇用環境整備の措置

●常時雇用する労働者数が1,000人超の事業主に、毎年１回男性の育児休業等の取得状況を公表することを義務づけ

育児休業の取得状況の公表

●子の出生後８週間以内に４週間まで出生時育児休業（産後パパ育休）の権利を保障
 ※２回に分割して取得可能、育児休業とは別に取得可能

出生時育児休業（産後パパ育休）                                                                                            

※有期雇用労働者は、
子が１歳６か月に達するまでに労働契約（更新される場合には更新
後の契約）の期間が満了することが明らかでない場合であれば取得
が可能（介護、出生時育児休業（産後パパ育休）も同趣旨）

●介護を行う労働者について、３年の間で２回以上利用できる次のいずれかの措置を義務づけ
①短時間勤務制度 ②フレックスタイム制 ③始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ ④介護費用の援助措置
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育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律
（平成3年5月15日法律第76号）

介護短時間勤務等の措置  

実効性の確保



育児・介護休業法改正の概要（2025年4月施行、一部2025年10月施行）

改正の
趣旨

子の年齢に応じて残業をしない働き方や柔軟な働き方を選択できるようにし、男女とも希望に
応じて仕事・キャリア形成と育児を両立できるようにする。

※始業時刻の変更等：フレックスタイム制、時差出勤、保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与

現行の努力義務見直し現行の権利・措置義務

育児休業、又はそれに準ずる措置

出生 １歳 ３歳 就学２歳

育児休業

短時間勤務制度 1日６時間とする措置。

○短時間勤務が困難な業務に従事する労働者を、労使協定により
適用除外とする場合の代替措置

・育児休業に関する制度に準じる措置
・始業時刻の変更等（※）

所定外労働の制限（残業免除）

時間外労働の制限（残業制限）（24時間/月、150時間/年を超える時間外労働を禁止）、深夜業の制限

柔軟な働き方を実現するための措置

○事業主は、

・始業時刻等の変更

・テレワーク等(10日/月)

・保育施設の設置運営等

・新たな休暇の付与(10日/年)

・短時間勤務制度

の中から２以上の制度を選択して措置する義務。

労働者はその中から１つ選べる。

延長

子の看護休暇
小学校３年

までに延長

「子の看護等休暇」に名称変更

取得事由の拡大（感染症に伴う学級閉鎖等、入園(入学)式及び卒園式を追加）

柔軟な働き方

育児目的休暇 育児目的休暇

テレワークを追加

出生時育児休業
（産後パパ育休）

始業時刻の変更等（※）

テレワーク（努力義務）

2025年10月施行

P5

P6

P6

P6
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P12

制度の個別周知・
意向確認

就業条件に関する
個別の意向聴取・
配慮

P16

P18



育児関係

令和７（2025）年４月１日施行

・子の看護休暇の見直し

・所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大

・育児のためのテレワーク導入の努力義務化

・「短時間勤務の代替措置」にテレワークを追加

・育児休業取得状況の公表義務企業の拡大
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子の看護休暇の見直し

※取得可能日数は、現行日数（１年間に５日、子が２人以上の場合は10日）と変更なし

子の看護等休暇

●病気・けが ●予防接種・健康診断

●感染症に伴う学級閉鎖等 ●入園(入学)式、卒園式

小学校３年生修了

小学校就学の始期に達する まで

①週の所定労働日数が２日以下

②引き続き雇用された期間が６か月未満

名 称

対象となる子の範囲

取得事由

労使協定の締結により除外できる労働者

延長

追加

廃止

変更
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義務 就業規則等の見直し



所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大

小学校就学前の子

３歳に満たない子を養育する労働者は、所定外労働の制限（残業免除）を請求可能

育児のためのテレワーク導入の努力義務化

３歳に満たない子を養育する労働者がテレワークを選択できるように措置を講ずること

努力義務
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適用期間

義務 就業規則等の見直し

延長

「短時間勤務の代替措置」にテレワークを追加
選択する場合は

就業規則等の見直し

育児短時間勤務を講ずることが困難と認められる具体的な業務があり、その業務に従事する

労働者がいる場合に、労使協定を締結し除外規定を設けたうえで、代替措置を講じるもの

代替措置

①育児休業に関する制度に準ずる措置

②始業時刻の変更等

③テレワーク 追加



育児休業取得状況の公表義務が300人超の企業に拡大

常時雇用する労働者が1,001人以上の事業主
301人
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義務

義務対象企業
拡大

男性労働者の育児休業等の取得の状況を年１回公表 ※公表内容については変更なし

＜具体的な公表内容＞ 公表をおこなう日の属する事業年度の直前の事業年度に

おける、以下の①または②の割合

育児休業等を取得した男性労働者の数

配偶者が出産した男性労働者の数

育児休業等（※）

の取得割合
① 育児休業等（※）と育児目的休暇

の取得割合

［育児休業等をした男性労働者の数］+［小学校
就学の始期に達するまでの子を対象とした育児を
目的とした休暇制度を利用した男性労働者の数］

配偶者が出産した男性労働者の数

②

(※)「育児休業等」とは、育児・介護休業法に規定する以下の休業のこと
・育児休業（産後パパ育休を含む）
・法第23条２項（３歳未満の子を育てる労働者について所定労働時間の短縮措置を講じない場合の代替措置義務）又は第24条
第１項（小学校就学前の子を育てる労働者に関する努力義務）の規定に基づく措置として育児休業に関する制度に準ずる措置
を講じた場合は、その措置に基づく休業
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育児休業取得状況の公表義務が300人超の企業に拡大 義務

＜公表時期＞ 公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度終了後、
おおむね３か月以内に公表

最も早く対応が必要なケース（労働者数301人以上の事業主）Point

令和7年３月31日に

事業年度が終了
令和6年４月1日～令和7年３月31日の男性の育児休業取得率を

令和7年6月30日までに公表

＜公表方法＞インターネットの利用その他適切な方法で、一般の方が閲覧できるよう公表
厚生労働省が運営するサイト「両立支援のひろば」の活用を！

株式会社 両立商事

1234567890123

代表取締役 両立 太郎

350人

男性：200名 女性：150名

2022年1月1日 ～ 2022年12月31日

50％

90％

食品卸売業

http://www.ryoritsushoji.com

2024年４月1日 ～ 2025年3月31日

公表前事業年度において配偶者が出産した男性労働者数に対する、公表前事業年度におい

て育児休業等（※）をした男性労働者数割合

公表前事業年度において配偶者が出産した男性労働者数に対する、公表前事業年度におい

て育児休業等（※）をした男性労働者数及び育児目的休暇（※）を利用した男性労働者数

の合計数の割合

男性の育児休業取得率等

くるみん認定

主たる事業

企業サイトURL（自社の両立支援に関する

ページ等）
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9

育児休業取得状況の公表義務が300人超の企業に拡大 義務

＜よくある質問＞

Q１「育児を目的とした休暇」とは何ですか？

休暇の目的の中に「育児を目的とするもの」
であることが就業規則等で明らかにされている
休暇制度です。育児休業や子の看護休暇など法
定の制度は除きます。

Q２「産後パパ育休」と「育児休業」は分けて
計算するのですか?

産後パパ育休とそれ以外の育児休業等を分け
て割合を計算する必要はありません。

Q３育児休業を分割して２回取得した場合や、
育児休業と育児目的休暇の両方を取得した場
合はどのように計算しますか？

当該休業や休暇が同一の子について取得した
ものである場合は、１人として数えます。

Q４事業年度をまたがって育児休業を取得した
場合や、分割して複数の事業年度に育児休業
を取得した場合はどのように計算しますか？

育児休業を開始した日を含む事業年度の取得
として計算します。
分割して取得した場合は、最初の育児休業等

の取得のみを計算の対象とします。

Q５任意で「育児休業平均取得日数」を公表する場合の計
算方法は？

きまりはありませんが、計算方法の例を紹介します。他に
も両立支援のひろばで計算例を紹介していますので参考にし
てください。

Q６いつまでに公表すればよいですか?

公表を行う日の属する事業年度の直前の事業年度（公表前
事業年度）の状況について、公表前事業年度終了後、おおむ
ね３か月以内に公表してください。
事業年度末（決算時期）に応じた公表期限の目安は次のと

おりです。

よくある質問を掲載した「2025年４月から、男性労働者
の育児休業取得率等の公表が従業員が300人超1,000人以
下の企業にも義務化されます」（リーフレット）はこちら
（厚生労働省ホームページ）

事業年度末
(決算時期)

初回公表期限
事業年度末
(決算時期)

初回公表期限

３月 令和７(2025)年６月末 ９月 令和７(2025)年12月末

４月 令和７(2025)年７月末 １０月 令和８(2026)年１月末

５月 令和７(2025)年８月末 １１月 令和８(2026)年２月末

６月 令和７(2025)年９月末 １２月 令和８(2026)年３月末

７月 令和７(2025)年10月末 １月 令和８(2026)年４月末

８月 令和７(2025)年11月末 ２月 令和８(2026)年５月末



育児関係

令和７（2025）年10月１日施行

・育児期の柔軟な働き方を実現するための措置

・仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮

10



・事業主が措置を選択する際、過半数労働組合
等からの意見聴取の機会を設ける必要あり。

・①～④については、１日の所定労働時間を変
更せずに利用できること。

職場のニーズを把握した上で、次の①～⑤から２以上の制度を選択して措置する

【選択して講ずるべき措置（両立支援制度等）】

① 始業時刻等の変更

② テレワーク等(10日以上/月)

③ 保育施設の設置運営等

④ 就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両立支援休暇）
の付与(10日以上/年)

⑤ 短時間勤務制度

①～④ 柔軟な働き方

※②と④は、原則時間単位で取得可とする必要あり

育児期の柔軟な働き方を実現するための措置

労働者は、事業主が講じた措置の中から１つを選択して利用できる

（１）３歳以上、小学校就学前の子を養育する労働者に対する措置

留意
事項

事業場単位、あるいは事業場内
のライン単位や職種ごとに講ず
る措置の組合せを変えることと
しても差し支えない。
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義務 就業規則等の見直し

新規

Point



・フレックスタイム制度

・時差出勤制度
（始業又は終業の時刻を繰り上げ又
は繰り下げる制度）
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次のいずれの要件も満たすことが必要

・１日の所定労働時間を変更せずに利用できること

・週の所定労働日数が５日の労働者については、１か月につき10日以上利用できること

（週所定労働日数が５日以外の労働者は、週所定労働日数又は週当たり平均所定労働日数に応じ
た日数以上利用できること）

・時間単位で利用でき、かつ、始業時刻から連続し、又は終業時刻まで連続して利用
できること

育児期の柔軟な働き方を実現するための措置 義務 就業規則等の見直し

① 始業時刻等の変更

いずれか 両方の措置を講じても、
２つ以上の措置を講じ
たことになはらない！

留意
事項

② テレワーク等



・ベビーシッターの手配、かつ費用負担

・福利厚生サービス提供会社との契約による保育サービス等の提供・費用負担
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費用負担の程度に基準はありません。

育児期の柔軟な働き方を実現するための措置 義務 就業規則等の見直し

③ 保育施設の設置運営等

保育施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与をするもの

Point

措置を講じた事にはならない例

・保育料の一部負担のみ

・保育施設の紹介・案内のみ

留意
事項



・１年につき10日以上利用できること
（子の人数に関わらず）

・原則時間単位で利用できること

・子の看護等休暇、介護休暇、年次有給休暇とは別の制度として設定すること
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育児期の柔軟な働き方を実現するための措置 義務 就業規則等の見直し

④ 就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇（養育両立支援休暇）の付与

次のいずれの要件も満たすことが必要

・１年単位で10日以上の休暇を確保したうえ、6か月で5日、１か月で1日など、社内制度
によって付与日数を配分することも可能。

・当該休暇の期間は無給でよい。

・既に導入している「育児目的休暇」（育介法第24条第1項の努力義務による措置）を３
歳以降小学校就学前までの制度とし、上記要件を満たす内容に見直すことも可能。

Point

業務の性質又は業務の実施体制に照らして時間単位での利用が困難な業務があ
る場合は、労使協定による適用除外手続が必要。

留意
事項

始業時刻・終業時刻と連続しない、いわゆる「中抜け」での利用を認めること。望ましい
取組

＜具体的な利用例＞

・配偶者の急な出張による子の保育
所送迎

・入学予定の小学校の下見 等



１日の所定労働時時間を原則６時間とする措置を含むこと
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育児期の柔軟な働き方を実現するための措置 義務 就業規則等の見直し

⑤ 短時間勤務制度

１日の所定労働時間を６時間とする措置を講じたうえで、１日
５時間、１日７時間とする制度や短時間勤務をする曜日を固定
する制度、週休３日とする制度を併せて講ずることが望ましい。

望ましい
取組



育児期の柔軟な働き方を実現するための措置

３歳に満たない子を養育する労働者に対して、子が３歳になるまでの適切な時期に、事業主は

柔軟な働き方を実現するための措置として選択した制度（対象措置）に関する以下の

事項の周知と制度利用の意向の確認を、個別に行わなければなりません。

周知時期 労働者の子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間
（１歳11か月に達した日の翌々日から２歳11か月に達する日の翌日まで）

周知事項

① 対象措置の内容（両立支援制度等のうち２つ以上）

② 対象措置の申出先（例：人事部など）

③ 所定外労働（残業免除）・時間外労働・深夜業の制限に関する制度

個別周知・

意向確認方法

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

※ ①はオンライン面談も可能。
※ ③④は労働者が希望した場合のみ。

（２）選択的措置に関する個別の周知・意向確認

16

義務

・意向確認は、事業主から労働者に対して意向確認のための働きかけを行えばよい。

・定められた周知期間であれば、定期的に行っている人事面談であわせて実施も可。
Point



家庭や仕事の状況が変化する場合があることを踏まえ、労働者

が選択した制度が適切であるか確認すること等を目的として、育

児休業後の復帰時、短時間勤務や対象制度の利用期間中など

にも定期的に面談を行うこと。

17

育児期の柔軟な働き方を実現するための措置 義務

個別周知と意向確認は対象措置の申出が円滑に行われるようにする
ことが目的。

取得や利用を控えさせるような形（※）で行ってはならない。

（※）取得の申出をしないように威圧する、申し出た場合に不利益をほのめ
かす、取得の前例がないことをことさらに強調するなど

留意
事項

望ましい
取組



労働者が本人又は配偶者の妊娠・出産等を申し出た時と労働者の子が３歳になるまでの適切な時期

に、仕事と育児の両立に関する事項について、労働者の意向を個別に聴取し、確認された意向に

ついて配慮しなければならない。

意向聴取の

時期

① 労働者が本人又は配偶者の妊娠・出産等を申し出たとき

② 労働者の子が３歳の誕生日の１か月前までの１年間
（１歳11か月に達した日の翌々日から２歳11か月に達する日の翌日まで）

聴取内容

① 勤務時間帯（始業及び終業の時刻）

② 勤務地（就業の場所）

③ 両立支援制度等の利用期間

④ 仕事と育児の両立に資する就業の条件（業務量、労働条件の見直し等）

意向聴取の

方法

①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

（１）妊娠・出産の申出時と子が３歳になる前の個別の意向聴取

18

仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮 義務

子の年齢に応じて一律に講じられた措置のみでは、個々の労働者の事情から仕事
と育児の両立が困難になる場合があるため行うもの。

Point

※ ①はオンライン面談も可能。
※ ③④は労働者が希望した場合のみ。



・

19

（２）聴取した労働者の意向についての配慮

仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮 義務

＜具体的な配慮の例＞

・勤務時間帯、勤務地にかかる配置

・両立支援制度等の利用期間等の見直し

・業務量の調整

・労働条件の見直し 等

意向の聴取をした労働者の就業条件を定めるにあたっては、聴取した労働者の

仕事と育児の両立に関する意向について、自社の状況に応じて配慮しなけれ

ばならない。

・子に障害がある場合等で希望するときは、短時間勤務制度や子の看護等休暇
等の利用可能期間を延長すること。

・ひとり親家庭の場合で希望するときは、子の看護等休暇等の付与日数に配慮
すること。

望ましい
取組



「育児休業制度」の
個別周知・意向確認

出生 ３歳 就学

３歳～小学校就学までの制度について
個別周知・意向確認

現行の措置義務法改正部分

就業条件に関する
個別の意向聴取と配慮

就業条件に関する
個別の意向聴取と配慮

１歳
11か月

２歳
11か月

３歳の誕生日の１か月前までの１年間

20

仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮 義務

労働者からの妊娠・出産等の申出時 ３歳になるまでの適切な時期

望ましい
取組

法に定める時期のほか、「育児休業後の復帰時」や「労働者から申出があった際」

等にも実施すること。

＜実施時期＞



個別周知・意向確認の際に用いる「様式」例

21

様式ダウンロードはこちら

社内用にアレンジ可能！



介護関係

令和７（2025）年４月１日施行

・介護休暇を取得できる労働者の要件緩和

・介護のためのテレワーク導入の努力義務

・介護休業等を取得しやすい雇用環境の整備の措置

・介護離職防止のための個別の周知・意向確認

・40歳での情報提供

22



23

介護休業や仕事と介護の両立支援制度の期間などについての大きな変更なし。

改正の
趣旨

仕事と介護の両立支援制度を十分活用できないまま介護離職に至ることを防止する
ため、仕事と介護の両立支援制度の個別周知と意向確認により効果的な周知が図ら
れるとともに、両立支援制度を利用しやすい雇用環境の整備を進めるもの。

介護休業等の概要

介護休業 介護休暇

所定外労働の免除 時間外労働の制限

要介護状態にある対象家族について、介護の体制を構
築(※)して働きながら対応できるようにするために一
定期間休業するもの。
(※)介護サービスの手続き等も含まれる

対象家族１人につき、通算93日、３回まで分割可能。

要介護状態にある対象家族の介護・世話(※)をする
ための休暇。
(※)通院の付き添い、ケアマネジャーとの打ち合わせ等

介護終了まで年間５日（対象家族が２人以上の場合
は10日）、時間単位で取得可能。

労働者が請求した場合、所定外労働を制限するもの。
介護終了まで何回でも請求可能。

月24時間、年150時間を超える時間外労働を制限

時間外労働の制限するもの。介護終了まで何回でも

請求可能。

事業主は利用開始から３年以上の期間内で２回以上、短時間勤

務・フレックスタイム・時差出勤・費用助成(※)のいずれかを

利用できる措置を講ずる義務
(※)費用助成は１回(一括払い)にすることが可能。

＜現行の制度＞

深夜業の制限

深夜業（午後10時から午前５時まで）を

制限するもの。介護終了まで何回でも請

求可能。

選択的措置義務



労使協定の締結により除外できる労働者

廃止
①週の所定労働日数が２日以下

②引き続き雇用された期間が６か月未満

要介護状態の対象家族を介護する労働者がテレワークを選択できるように

措置を講ずることが、事業主に努力義務化。

24

介護休暇を取得できる労働者の要件緩和
労使協定を締結している場合は

就業規則等の見直し

介護のためのテレワーク導入の努力義務化 努力義務



① 介護休業・介護両立支援制度等に関する研修の実施
全ての労働者に実施することが望ましいが、少なくとも管理職は、研修を受けたことがある状態
にすること。

② 介護休業・介護両立支援制度等に関する相談体制の整備（相談窓口設置）
相談窓口の設置や相談対応者を置き、これを周知することなど

③ 自社の労働者への介護休業・介護両立支援制度等の取得事例の収集・提供
取得事例を収集し、これらを掲載した書類の配布やイントラネットへ掲載することなど

④ 自社の労働者への介護休業・介護両立支援制度等の取得促進に関する方針の周知
介護休業・介護両立支援制度等の取得の促進に関する事業主の方針を記載したものを事業所内や
イントラネットに掲示することなど

介護休業と介護両立支援制度等の申出が円滑に行われるようにするため、以下

の①～④いずれかの措置を講じなければなりません。

介護離職防止のための雇用環境整備

25

介護休業及び介護両立支援制度等を取得しやすい雇用環境の整備の措置 義務

可能な限り、複数の措置を行うこと。
望ましい
取組



介護に直面した旨の申出をした労働者に対して、介護休業及び介護両立支援制度等に

関する以下の事項の周知と制度利用の意向確認を行わなければなりません。

対象者 介護に直面した旨の申出をした労働者

周知事項

① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等(※)（制度の内容）

② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）

③ 介護休業給付に関すること

(※) 介護休暇に関する制度、所定外労働の制限に関する制度、時間外労働の制限に関す

る制度、深夜業の制限に関する制度、ⅴ介護のための所定労働時間の短縮等の措置

個別周知・

意向確認の方法
①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

26

介護離職防止のための個別の周知・意向確認 義務

※ ①はオンライン面談も可能。 ③④は労働者が希望した場合のみ。

個別周知と意向確認は対象措置の申出が円滑に行われるようにすることが目的。

取得や利用を控えさせるような形（※）で行ってはならない。

（※）取得の申出をしないように威圧する、申し出た場合に不利益をほのめかす、取得の前
例がないことをことさらに強調するなど

留意
事項

意向確認は、事業主から労働者に対して意向確認のための働きかけを行えばよい。Point



事業主は、仕事と介護の両立支援制度を十分活用できないまま介護離職に至ることを

防止するため、介護に直面する前の早い段階（４０歳等）に介護休業及び介護両
立支援制度等に関する情報提供を行わなければなりません。

情報提供期間

以下①か②のいずれか

① 労働者が40歳に達する日(誕生日の前日)の属する年度(１年間)

② 労働者が40歳に達した日の翌日（誕生日）から１年間

情報提供事項

① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）

② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）

③ 介護休業給付に関すること

情報提供の

方法
①面談 ②書面交付 ③FAX ④電子メール等 のいずれか

※①はオンライン面談も可能。

40歳等での情報提供

27

介護に直面する前の早い段階(40歳等)での情報提供 義務



・介護休業及び介護両立支援制度等について労働者の理解と関心を深めるため
の情報提供を行うに当たっては、各種制度の趣旨・目的を踏まえること。

＜各種制度の趣旨・目的＞

①介護休業制度は、介護の体制を構築するため一定期間休業する場合に対応
するもの

②介護休暇制度は、介護保険の手続や要介護状態にある家族の通院の付き添
いなど、日常的な介護のニーズにスポット的に対応するためのもの

③所定労働時間の短縮措置等その他の仕事と介護の両立のための柔軟な働き
方に関する制度は、日常的な介護のニーズに定期的に対応するためのもの

・介護保険制度についても併せて知らせること（早期の情報提供を行う際）

28

介護に直面する前の早い段階(40歳等)での情報提供 義務

望ましい
取組
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（参考）40歳になられた方向けの介護保険制度リーフレット
～ 2枚版（本資料）のほか、4枚版があるので、適宜、活用ください。 ～

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10548.html
29



介護離職防止のための雇用環境整備、個別周知・意向確認、情報提供の例

30

様式ダウンロードはこちら

社内用にアレンジ可能！
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●「育児介護休業法 改正のポイント」
リーフレット

最後に

●「令和６年改正育児・介護
休業法に関するQ＆A」は

こちら
（厚生労働省ホームページ）

● 両立支援等助成金（参考）
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・子の看護等休暇（対象となる子の範囲、取得事由の拡大など）

・所定外労働の制限（残業免除の対象拡大）

令和７年４月１日施行 就業規則の見直し

・介護休暇を取得できる労働者の要件緩和

育児関係

介護関係

令和７年10月１日施行

最後に

【選択して講ずるべき措置（両立支援制度等）】

① 始業時刻等の変更
② テレワーク等(10日以上/月)
③ 保育施設の設置運営等
④ 就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇
（養育両立支援休暇）の付与(10日以上/年)

⑤ 短時間勤務制度

事業主は、職場のニーズを把握した上で、次の①～⑤から２以上の制度を選択して
措置することが必要です。

・３歳以上、小学校就学前の子を養育する労働者に対する措置

①～④
柔軟な働き方

※②と④は、原則時間単位で取得可とする必要があります。
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